






○ 介護関連職の求人は増加傾向で有効求人倍率は高い値で推移しており、人材

不足の状況が続いています。これを解消するため、求人と求職それぞれのニ

ーズを把握したうえでの職業紹介やマッチング支援を行う必要があります。 
 

○ 求人と求職のミスマッチ解消を図るとともに、多様な分野からの人材の参入

を促進する必要があります。 
 

○ 将来の介護の担い手となる若い世代に対して、介護の魅力を伝え、イメージ

アップを図り、介護分野への参入を促進する必要があります。 
 

○ 平成 年９月末時点の全国の介護福祉士登録者数は、約 万人となって

いますが、そのうち約４割が介護分野に従事していない「潜在介護福祉士」

となっています。三重県においても、この潜在介護福祉士が一定数いると考

えられ、その掘り起しが必要です。 
 
○ 中高年齢者層が介護分野での就労を含め、地域でのケアの担い手として多様

な形で参加できる環境を整備する必要があります。 
 
○ 社会福祉事業は年々多様化・専門化しており、施設の職員にとっても、より

広範な福祉の知識と高度な専門的技能が要求されています。 
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（県の取組）

（福祉人材センターの運営）

○ 三重県福祉人材センターにおいて、福祉・介護職場にかかる求人・求職情報

を集約し、ニーズや適性に応じた無料職業紹介を行うとともに、就職フェア

や職場説明会を開催し、福祉・介護職場への就職を希望する人への相談・支

援を行います。 
 

○ 三重県福祉人材センターにキャリア支援専門員を配置し、福祉・介護職場へ

の就職希望者と職員を採用したい施設や事業所のマッチングを支援すると

ともに、事業所や施設における働きやすい職場づくりを支援します。 
 
（多様な人材の参入促進）

○ 福祉・介護職場に関心のある方を対象に、実際の福祉・介護職場を体験する

機会を提供します。 
 
○ 中学校や高等学校の生徒、保護者及び教職員を対象に、福祉・介護の魅力を

伝える福祉の仕事セミナー等を実施し、福祉・介護の仕事のやりがいや魅力

を伝え、イメージアップを図ることで、福祉・介護分野への若い人材の参入

を促進します。 
 
○ 福祉・介護職場への就労を希望する離職者や中高齢者、若者等を対象に、介

護職員初任者研修を実施し、人材育成と就労を支援します。 
 

○ 介護福祉士等の資格を保有しているにも関わらず、福祉・介護分野に従事し

ていない潜在的有資格者が、介護に関する知識等を再確認するための研修等

を実施し、福祉・介護職場への再就業を促進します。 
 

○ 介護職に関心のあるシニア世代を対象に研修等を実施し、介護職場への就労

を支援します。また、地域貢献に関心の高いシニア世代が、地域での介護の

担い手として、活躍できるよう支援します。 
 
（人材の育成と定着）

○ 小規模な事業所であるため、職員の採用・育成・定着に十分に取り組むこと

が難しい事業所に、職員の採用や定着等の専門的な助言を行うアドバイザー

や研修講師を派遣し、人材の育成と定着を支援します。 
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○ 人材の育成・定着についての優れた取組事例を収集・公開することなどによ

り、それぞれの事業所における積極的な取組を促進します。 
 
○ 独立行政法人福祉医療機構に対して、社会福祉施設職員等退職手当共済法に

基づく退職手当金の支給に要する費用の一部を助成することにより、社会福

祉施設職員等の処遇の向上を図ります。 
 
（社会福祉施設職員等への研修・資質向上等）

○ 社会福祉施設職員の資質向上のための研修事業を行う三重県社会福祉協議

会に対して、研修実施のために必要な事業費を助成し、生涯研修、業種別研

修、課題別専門研修等を実施していきます。
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（県の取組）

○ 「三重県介護職員初任者研修事業者指定要綱」に基づき、適切に研修事業者

の指定を行います。

○ 事業者の指定状況を県のホームページで公表することにより、介護業務に関

心のある方に専門知識を修得する機会を提供します。

○ 指定事業者による研修が適切に行われるよう、定期的に実地調査を行います。
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（３）介護支援専門員の資質向上

 
（現状と課題）

○ 要介護状態等となった方が、可能な限り住み慣れた地域で自立した生活を営

むために、介護支援専門員は、適切なアセスメントに基づいたケアプランを

作成し、利用者に多様なサービスを提供する重要な役割を担っています。

○ また、地域包括ケアシステムを実現するためには、医療、介護、住まい等の

サービスが切れ目なく提供されることが必要となることから、介護支援専門

員は、多職種間の連携が必要とされるだけでなく、継続的に資質を向上して

いくことが求められています。 
 
○ 介護支援専門員として業務を行うためには、介護支援専門員実務研修受講試

験に合格して一定の研修を受け、介護支援専門員として登録を行うことが必

要です。 
また、平成 （ ）年度の介護保険法の改正により、５年ごとの介護支

援専門員証の資格更新が義務づけられ、更新のための研修を受講することが

必要となりました。 
本県では、これらの研修の実施主体として、介護支援専門員の資質向上に必

要な研修を実施するとともに、介護支援専門員の資格管理を行っています。 
 

○ 平成 （ ）年４月現在、本県で登録されている介護支援専門員

人（うち有効な介護支援専門員証を所持している介護支援専門員 人）、

主任介護支援専門員研修修了者は 人となっています（転入者及び転出者

を除く）。 
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○ 一方、介護支援専門員について、「利用者像や課題に応じた適切なアセスメ

ントが十分でない」、「多職種間連携、特に医療との連携が十分でない」、「介

護支援専門員の資質に差がある」などの指摘を受けている現状をふまえ、平

成 （ ）年６月 日、介護保険法の一部改正により第 条の 第３

項が新設され、「介護支援専門員は、要介護者等が自立した日常生活を営む

のに必要な援助に関する専門的知識及び技術の水準を向上させ、その他その

資質の向上を図るよう努めなければならない」と規定されました。 
 

○ また、介護支援専門員実務研修の受験資格について、介護支援専門員に求め

られる資質や専門性の向上を図るため、保健・医療・福祉に関する法定資格

取得者または相談援助業務従事者に限定する見直しが行われました。 
 

○ さらに、介護支援専門員の研修制度については、医療職をはじめとする多職

種と連携・協働しながら、利用者本位の自立支援に資するケアマネジメント

を実践できる専門職を養成することを目的とした研修カリキュラムの見直

しが行われ、平成 （ ）年度から新カリキュラムでの研修を実施する

ことになりました。 
 
○ 主任介護支援専門員については、地域包括ケアシステムの構築に向けた地域

づくりの一翼を担うことが求められていることから、継続的な資質向上を図

るため、資格の更新制を導入することになりました。 
 
○ また、新カリキュラムでは、介護支援専門員実務研修（介護支援専門員実務

研修受講試験に合格した者が受講する研修）で実施される現場実習において、

主任介護支援専門員が実習先において指導的役割を担うことから、指導力の

ある主任介護支援専門員を養成することが求められています。 
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図３－７－８ 介護支援専門員研修制度の改正について 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 地域ケア会議は、地域の支援者を含めた多職種による専門的視点を交え、介

護支援専門員のケアマネジメント支援を通じて適切な支援に繋がっていな

い高齢者の支援を行うことを目的としていますが、介護支援専門員の資質向

上や多職種間の連携を図るうえで効果的なツールとなっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 （ ）年度以降の研修カリキュラム 
研修名 対象者 改正前 改正後

実務研修
介護支援専門員実務研修受講試験に合格し

た者
時間 時間

実務従事者基礎研修 実務に就いて１年未満の者 時間
実務研修

に統合

専門研修課程Ⅰ 専門研修課程Ⅰ：実務経験６ヶ月以上の者

専門研修課程Ⅱ：実務経験３年以上の者

※実務経験者更新研修を兼ねる

時間 時間

専門研修課程Ⅱ 時間 時間

実務未経験者更新研修
介護支援専門員証の更新を行う者のうち、

証の有効期間内に実務経験がない者
時間 時間

再研修
介護支援専門員証の更新を行わず、有効期

間が満了した者
時間 時間

主任介護支援専門員研修
選任の介護支援専門員として従事した期間

が５年以上の者等
時間 時間

主任介護支援専門員更新研修
主任介護支援専門員（詳細については厚生

労働省において検討中）

時間

（新設）

長寿介護課作成 
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図３－７－９ 地域ケア会議の効果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域包括支援センターが開催した地域ケア会議において、「効果があった」と回答した

項目（複数回答可）（調査対象：三重県内の包括支援センター53 箇所） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5.7% 

35.8% 
37.7% 

45.3% 
47.2% 

49.1% 
47.2% 

37.7% 
49.1% 

41.5% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他 
地域住民との連携の強化 

インフォーマルサービス関係者との連携 
他の公的サービス関係者との連携 
自治体内の関係部署との連携強化 

保健・医療職との連携の強化 
適切なサービス内容の選択 

包括支援センター職員の指導力の向上 
参加者の課題解決能力の向上 
介護支援専門員の資質の向上 

平成 年度地域包括支援センターにおける業務実態に関する調査研究事業（三菱総研）より
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（県の取組）

○ 介護支援専門員は、介護保険制度上重要な役割を担うことから、引き続き介

護支援専門員の資質向上に必要な研修を実施します。

なお、介護支援専門員実務研修受講試験及び一部の研修については、試験実

施機関及び研修実施機関を指定して実施します。

○ また、介護支援専門員証の新規交付、有効期間の更新、登録の移転など、介

護支援専門員の資格管理を行うとともに、介護支援専門員に対して介護支援

専門員証の更新制度の周知を図ります。

○ 策定した基本指針及び国が策定する各研修ガイドラインに基づき、研修の企

画・立案、研修の実施、評価、その後の研修の反映といったＰＤＣＡサイク

ルを継続することで研修内容の質の向上を図り、介護支援専門員の資質向上

に取り組みます。

○ 地域において介護支援専門員の指導的立場となる主任介護支援専門員を養

成するため、主任介護支援専門員を対象としたフォローアップ研修を実施し

ます。

 
○ また、地域ケア会議の推進は、介護支援専門員の資質向上や多職種間の連携

を図るうえで効果的であることから、介護支援専門員研修を通して地域ケア

会議の重要性について周知を図ります。 
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（４）介護施設等職員の資質向上

 
（現状と課題）

○ 介護施設等における医療的ケアの必要性が高まっている中で、介護施設等で

働く看護職員や介護職員の資質の向上が求められ、利用者や家族が安心して

サービスを受けることができるようにすることが重要です。

○ 従来は、医療行為として医師や看護師等医療従事者しか実施できなかった

喀たん吸引及び経管栄養の行為について、平成 （ ）年６月に介護保

険法等改正法が公布され、社会福祉士及び介護福祉士法が一部改正された

ことにより、平成 （ ）年４月から、必要な知識、技能を修得した介

護職員等が、一定の要件の下に実施できるようになりました。 
 

○ 喀たん吸引等については、社会福祉士及び介護福祉士法に基づいて、平成

（ ）年度から介護職員等を対象とした研修を実施しました。また、平

成 （ ）年度からは、登録研修機関の登録を行うことにより必要な知

識技能を修得した介護職員を養成しています。本県では、登録研修機関等に

おいて実施する基本研修や実地研修の際に、研修生を指導する指導者養成研

修を実施しています。

 
図３－７－ 登録事業者数及び認定従事者数の推移

 登録特定行為事業者登録数 認定特定行為業務従事者証交付件数 

平成２４年度末 １９２事業者 ２，３５２人 
平成２５年度末 ２０８事業者 ２，４１０人 

○ 厚生労働省公表「平成 年度 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対す

る支援等に関する法律に基づく対応状況等に関する調査結果」によると、

養介護施設従事者等による高齢者虐待の発生要因で最も多いのが、教育・

知識･介護技術等に関する情報が不十分であることです。三重県では、介

護施設職員等を対象とした権利擁護研修を実施し、高齢者虐待に関する正

しい知識を普及啓発して職員の資質の向上を図っています。今後も研修等

を通じて虐待の未然防止を推進していく必要があります。
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（県の取組）

○ 社会福祉士及び介護福祉士法に基づく喀痰吸引等研修機関の登録及び従事

者の登録を適正に行い、利用者が安心して喀痰吸引等のサービスを受けられ

るように介護職員の養成に取り組みます。

○ 登録研修機関や施設において、介護職員に喀痰吸引等の指導等を適正に行う

ことのできる指導者を養成するために、指導者養成研修を実施します。

 
○ 介護施設職員等を対象とした権利擁護研修を実施し、高齢者虐待に関する

正しい知識を普及啓発して職員の資質の向上を図ることで、虐待の未然防

止に取り組みます。

 
図３－７－ 喀痰吸引等の制度（全体像） 
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